



新しい定義を提唱した WHO 憲章i）（1946 年），プライマリ・ヘルス・ケアの重要性を初めて明示した
アルマアタ宣言ii）（1978 年），ヘルスプロモーションの定義を示したオタワ宣言（1986 年）iii）は，各国
におけるその後の新たな指針となった。
　栄養に関連する国際的な枠組み作りの流れとしては，2008 年のランセット誌上における第 1 回母
子栄養シリーズ1），2010 年の SUN（Scaling Up Nutrition）の立ち上げ2），2012 年 5 月に開催された
第 65 回 WHO 総会における，栄養のための包括的実施計画採択3），2012 年 8 月に開催されたロンド
ンオリンピック・パラリンピックにおける，イギリス・ブラジル政府共催のハイレベル栄養イベント，
2013 年 6 月に開催されたプレ G8 ハイレベル栄養イベント『成長のための栄養（Nutrition for 
Growth）』，2013 年 8 月のランセット誌上における第 2 回母子栄養シリーズ4），2014 年 FAO・WHO
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　　In the wake of rapid social and environmental change, paradigm shifts have been emerging 
worldwide in a variety of areas including health and nutrition. This review article first provides a 
historical insight into the trend toward a global framework of what constitutes better health and 
nutrition. The framework examined begins with the WHO constitution, which redefined “health” 
just after the World War II, and continues through the Sustainable Development Goals proposed 
in 2015 which are projected to be fulfilled by 2030.
　　Then, the authors explain the context and identify the goals the Sustainable Development 
Goals aim to achieve. The concept of “Human Security” is also examined.
　　Finally, the authors present the specific goals and targets related to nutrition using practical 
examples and suggest future career option for registered nutritionists.
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　2010 年に立ち上げられた SUN ムーブメントに加盟する SUN カントリー（栄養改善の取組みを主体
的に実施する途上国）が，後述する Global Nutrition Target 2025 を達成することを目指してそれぞ
れ目標を設定して取り組んでいくものである2,3）。
2．Global Nutrition Target 2025（WHO 国際栄養目標 2025）（2012-2025）
　2012 年の，第 65 回 WHO 総会で採択された“Comprehensive implementation plan on maternal, 
infant and young child nutrition”の中で，Global Nutrition Target 2025 として次の 6 つの目標を，
2025 年までに達成することを目指すとした。6 つの目標の項目は，1）Stunting（発育阻害）　2）Anemia
（貧血）　3）Low Birth Wight（低出生体重）　4）Childhood Overweight（小児期の過体重）　5）Breastfeeding
（母乳育児）　6）Wasting（消耗症）である3）。


















　具体的には，1）　少なくとも 5 億人の妊婦及び 2 歳未満の子どもに効果的な栄養の介入がなされる
ことを確実にする，2）　5 歳未満の発育阻害の症状にある子どもの数を少なくとも 2000 万人減らす，
3）　発育阻害を予防し，母乳育児を増やし，重度急性栄養不良の治療を増やすことによって，170 万
人の 5 歳未満の子どもの命を救う，である6）。




Accelerating progress against malnutrition with actions to promote access to healthy food for all）」が 開




　その 2 ヵ月後に開催された 2016 年 10 月の伊勢志摩サミットでは，食料安全保障・栄養に関する
G7 国際シンポジウムにおいて，“成長のための栄養”サミットが世界規模の栄養に関する課題を進展
させるための重要な機会になることや，G7 は 2030 アジェンダにコミットすること等を確認した上で，
“食料安全保障と栄養に関する G7 行動ビジョン”が発表された19,20）。
4．第 2 回国際栄養会議（ICN2： Second International Conference on Nutrition）（2014-2025）
　2014 年にイタリアのローマで開催された，第 2 回国際栄養会議（ICN2）の成果文書“Framework 









　ここでは，MDGs から SDGs への流れを述べた後，表題にある SDGs に重点をおいて解説を加える。
1．ミレニアム開発目標（MDGs）2000~2015 年
　上記のような潮流の中で，2000 年 9 月，ニューヨークの国連本部で開催された国連ミレニアム・
サミットに参加した 147 の国家元首を含む 189 の国連加盟国代表が，21 世紀の国際社会の目標として，
より安全で豊かな世界づくりへの協力を約束する「国連ミレニアム宣言」を採択した。この宣言と
1990 年代に開催された主要な国際会議やサミットでの開発目標をまとめたものがミレニアム開発目
標（Millennium Development Goals: MDGs）である。MDGs では国際社会の支援を必要とする課題に
対して 2015 年までに達成するとする期限付きの 8 つの目標（表 1），21 のターゲット，60 の指標を掲
げていた21,22）。















　PubMed で検索可能な学術論文を対象に，“international health”と“global health”が用いら
れた回数を調査した論文によると，1950 年代には“global health”を用いた論文は 54 件に過ぎなか
ったが，1970 年代には 1137 件に増え，2000 年代に入ると 39759 件に増えたことが示されている24）。
2．持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）
【SDGs の概要と理念】











































　『防災』と SDGs の関連については，SDGs の中の単一の目標あるいは単一のターゲットだけでは
なく，17 の目標のうち，1，2，3，4，9，11，13，14，15 の 9 つの目標が関連しているといえる（付











オリティが高い評価手法も重要である。健康関連の SDGs の指標に関しては，世界 188 ヵ国におけ
る 1990 年から 2016 年までの進捗状況がランセット誌に発表されている31,32）。このように，適切な
評価を実施することも，科学者コミュニティの役割の一例といえよう。




　SDGs の目標 2 の詳細なターゲットは，広範囲に亘って設定されている。ここでは，冒頭に述べた
国際的な枠組み作りの潮流との関連を述べる（付録 3 参照）。
　SDGs 以前に採択されてきた，栄養に関する一連の期限付きの国際的な目標は，順次達成期限を迎
えることになる。一例として，2012 年の第 65 回世界保健総会において採択された，“Comprehensive 
implementation plan on maternal, infant and young child nutrition”においては，全ての栄養不
良を解消するための優先課題として母子の栄養改善に焦点をあて，2025 年までに達成すべき目標
（Global Nutrition Target 2025：WHO 国際栄養目標 2025）が設定されている（表 2 参照）。
　表 3 には，SDGs の目標 2 に関連して設定されたターゲットの一部を抜粋して示した（表 3 参照）。
　表 2 と表 3 を比較すると，WHO 国際栄養目標 2025 では，単一の疾患や症候群に焦点が絞られて
いたが，SDGs ではより包摂的な内容になっていることが分かる。仮に 2025 年までに未達成の目標
が残ったとしても，2030 年を期限とする SDGs によってフォローされることになり，まさに“2030
アジェンダ”のスローガンである「No one will be left behind（誰一人取り残さない）」28）を実現するた
めの仕組みになっているといえよう。
2−②　目標 3：あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し，福祉を促進する







目標 1 Stunting（発育阻害）：5 歳以下の子供の発育阻害の割合を 40％減らす。
目標 2 Anemia（貧血）：生殖可能年齢にある女性の貧血を 50％減らす。
目標 3 Low Birth Weight（低体重）：出生時の低体重児を 30％減らす。
目標 4 Childhood Overweight（過体重）：子供の過体重を増やさない。
目標 5 Breastfeeding（母乳育児）：生後6ヶ月間の完全母乳育児の割合を50％以上にする。






トを 2025 年までに達成するなど，2030 年までにあらゆる形態の栄養不良を解消
し，若年女子，妊婦・授乳婦及び高齢者の栄養ニーズへの対処を行う。
表 2.　Global Nutrition Target 2025（WHO 国際栄養目標 2025）
表 3.　SDGs より一部抜粋
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も，「No one will be left behind（誰一人取り残さない）」を実現するための特筆すべきターゲットである。

































































　例 え ば，食 品 の 国 際 認 証 に 関 連 し て，日 本 国 内 に お い て も ASCv）（Aquaculture Stewardship 
Council），MSCvi）（Marine Stewardship Council）等の国際認証に基づく，“持続可能な”裏付けのある
原料の 100％利用を目指したり，農業生産工程管理基準であるグローバル G.A.P. 認証基準vii）に基づ
いた農産物の生産・提供を行う等を行っている企業や団体がある40）。
　食品の国際認証に関する意識は，2012 年のロンドンオリンピック・パラリンピックを契機として，























i）  WHO 憲 章 で は，“Health is a state of complete physical, mental and social well-being and not merely 
the absence of disease or infirmity.”（健康とは，肉体的，精神的及び社会的に完全に良好な状態であり，
単に疾病又は病弱の存在しないことではない。」）と定義されている。WHO 憲章は，1946 年 7 月 22 日にニ
ューヨークで 61 ヵ国の代表により署名され，1948 年 4 月 7 日より効力が発生した。（CONSTITUTION 
OF THE WORLD HEALTH ORGANIZATION）。
ii）  アルマアタ宣言は，プライマリ・ヘルス・ケア（PHC）の大切さを明確に示した最初の国際宣言でもある。
本宣言以降，PHC アプローチは，「すべての人々に健康を」（Health for All: HFA）イニシアティブの目
標達成の鍵として世界保健機関加盟国に受け入れられてきた。
iii）  カナダのオタワにおいて第 1 回世界ヘルスプロモーション会議が開催され，その成果がオタワ憲章として
まとめられた。憲章のなかで，ヘルスプロモーションは，「自らの健康を決定づける要因を，自らよりよく
コントロールできるようにしていくこと」と定義されている。




乏からの自由（freedom from want）」，「人間の尊厳（human dignity）」などが挙げられる。
v）  ASC（Aquaculture Stewardship Council）：水産養殖管理協議会。環境や地域社会に配慮した養殖場で生
産された水産物の認証制度を運営している。
vi）  MSC（Marine Stewardship Council）：海洋管理協議会。持続可能で社会的に責任ある方法で漁獲された
天然水産物の認証制度を運営している。
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2015 年までに飢餓に苦しむ人口の割合を 1990 年の水準の半数に減少させる。
目標 2. 初等教育の完全普及の達成
ターゲット 2.A 2015 年までに，全ての子どもが男女の区別なく初等教育の全課程を修了できるように
する。
目標 3. ジェンダー平等推進と女性の地位向上
ターゲット 3.A 可能な限り 2005 年までに，初等・中等教育における男女格差を解消し，2015 年までに
全ての教育レベルにおける男女格差を解消する。
目標 4. 乳幼児死亡率の削減


































































































［付録 4．SDGs の目標 3. のターゲット］
目標 3. あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し，福祉を促進する
3.1 2030 年までに，世界の妊産婦の死亡率を出生 10 万人当たり 70 人未満に削減する。
3.2 すべての国が新生児死亡率を少なくとも出生 1,000 件中 12 件以下まで減らし，5 歳以下死亡率を少




3.4 2030 年までに，非感染性疾患による若年死亡率を，予防や治療を通じて 3 分の 1 減少させ，精神保
健及び福祉を促進する。
3.5 薬物乱用やアルコールの有害な摂取を含む，物質乱用の防止・治療を強化する。
3.6 2020 年までに，世界の道路交通事故による死傷者を半減させる。
3.7 2030 年までに，家族計画，情報・教育及び性と生殖に関する健康の国家戦略・計画への組み入れを
含む，性と生殖に関する保健サービスをすべての人々が利用できるようにする。
3.8 すべての人々に対する財政リスクからの保護，質の高い基礎的な保健サービスへのアクセス及び安
全で効果的かつ質が高く安価な必須医薬品とワクチンへのアクセスを含む，ユニバーサル・ヘルス・
カバレッジ（UHC）を達成する。
3.9 2030 年までに，有害化学物質，ならびに大気，水質及び土壌の汚染による死亡及び疾病の件数を大
幅に減少させる。
3.a すべての国々において，たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約の実施を適宜強化する。
3.b 主に開発途上国に影響を及ぼす感染性及び非感染性疾患のワクチン及び医薬品の研究開発を支援す
る。また，知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（TRIPS 協定）及び公衆の健康に関するド
ーハ宣言に従い，安価な必須医薬品及びワクチンへのアクセスを提供する。同宣言は公衆衛生保護
及び，特にすべての人々への医薬品のアクセス提供にかかわる「知的所有権の貿易関連の側面に関
する協定（TRIPS 協定）」の柔軟性に関する規定を最大限に行使する開発途上国の権利を確約した
ものである。
3.c 開発途上国，特に後発開発途上国及び小島嶼開発途上国において保健財政及び保健人材の採用，能
力開発・訓練及び定着を大幅に拡大させる。
3.d すべての国々，特に開発途上国の国家・世界規模な健康危険因子の早期警告，危険因子緩和及び危
険因子管理のための能力を強化する。
（ますの　かなこ　　管理栄養学科）　　　　　　　　　　　　　
（はしもと　ゆきえ　　管理栄養学科）　　　　　　　　　　　　
（こんどう　てつお　　国連開発計画（UNDP）駐日代表事務所）
